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研究成果の概要（和文）：　　ICTの普及や家族構成の変化など、さまざまな要因によって現代人の人間関係が
変化している可能性が論じられており、欧米では実証的なデータに基づいた知見が蓄積しつつある。しかし、現
代の日本人の人間関係を過去と比較することができるデータはほとんどないし、希少なデータセットもさまざま
な問題を抱えている。欧米と比較したとき、この遅れは深刻である。この研究課題では、このような状況を改善
するため、2005年に実施された「全国パーソナル・ネットワーク調査」の再現調査を実施することで、SNSやス
マートフォンが普及する前後の日本人の人間関係を比較するための基盤を整備した。

研究成果の概要（英文）：In recent decades, social and psychological researchers have discussed  
whether various social and technical changes, such as the spread of ICT use and changes in family 
structure, are changing interpersonal relationships.   Findings based on empirical data are 
accumulating in Europe and the United States. In Japan, however, there is little data available to 
compare contemporary interpersonal relationships with the past, and the available data sets also 
have several flaws. When compared to Europe and the United States, Japanese researchers suffer the 
lack of open data to make the comparison. To  breakthrough this situation, in early 2022, we 
conducted a replicated survey of the National Personal Network Survey, which was conducted in early 
2005. With this dataset open to all researchers, this research project has developed a foundation 
for comparing Japanese interpersonal relationships before and after the spread of SNS and 
smartphones.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　日本人の全体像を把握するためには、日本人全体を十分に代表するサンプルに対する調査の実施と、そこから
得られたデータのていねいな分析が不可欠である。これまで、このような作業を可能とするデータはなかった
（希少なデータは存在するが、いくつかの問題がある）。本研究課題では、離島を除く日本全国の人々から対象
者サンプリングした上で調査を行い、しかもこれを2005年に行われた調査と同様の方法で行うことで、2005年と
2021年の、日本人の社会関係を比較することを可能とする。さらに、エラーの除去が終わり次第データを公開す
ることで、日本人の人間関係の変化を検討する基盤を、幅広い研究者に提供する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
(1)孤立への不安 
 2010 年代に入ってから ICT、特にスマートフォンや SNS の普及などを背景に、社会関係が変化
している可能性が論じられてきた。スマートフォンのように個人が所有し、携帯するメディアはコ
ミュニケーションを個人化、普遍化する(Stafford & Hillyer, 2012)。それが社会関係の質と量を変化
させると推測することは、極めて自然なことであったと言える。たとえば、現在は主として音声や
テキストによるコミュニケーションではあるものの、人と人が常時接続することが可能となってい
る。このような状況は、人類の歴史の中ではありえなかった。このような状況の変化が、社会関係
そのものの変化につながっていたとしても不思議ではない。 
 変化を捉える視点はさまざまである。日本においては、ICT の普及以前から、社会的孤立が大き
なトピックとなっていた(橘木, 2010; 石田, 2011)。社会的孤立に関する議論では、特に血縁、社縁、
地縁についてネガティブな変化（数の減少や相互依存度、親密性の低下）の可能性が示唆されてい
た。良好な社会関係の存在は身体的、精神的健康にとって決定的に重要な要因であり、ネガティブ
な変化が生じているなら、そのインパクトは大きい。ICT の普及は、人々が文脈に依存した社会関
係から自由になることを可能にしたことで、血縁、社縁、地縁といった拘束的な関係から離脱させ
る傾向を加速させた。それは日本人が望んだことでもあった(石田, 2011; 高橋・荒牧, 2014)が、離
脱後に新たな社会関係が形成されないかぎりは孤立のリスクを高める。ICT によって維持される社
会関係を表面的で弱いと考える人々は、孤立の不安を強く感じることとなったのである。 

(2)データの不足 
 社会的関心と意義が大きい一方で、日本人の社会関係を直接測定し、時系列的な検討を可能とす
るデータセットはほとんど存在していない。また、わずかに存在しているデータセットも、サンプ
ルの代表性が低い（特定の地域、特定の世代でのみ調査している）や取り扱う社会関係のタイプが
限定されている（家族関係のみ、友人関係のみが測定対象になっているなど）、複数回の調査をして
いても質問項目が一貫していないといった大きな問題を抱えていた。 
 この状況は、大規模な公開データセットを用いて社会関係の変化を検討している欧米の状況から
大きく劣っていた。たとえば米国ではおおよそ隔年で実施される全国調査である General Social 
Survey (GSS)に、ネーム・ジェネレータ／ネーム・インタプリタと呼ばれる質問項目が設けられる
ことがあり、1980 年代から近年にかけての confident または discussant と呼ばれる人々との関係
性の変化が検討できる設計になっている。欧州や韓国でも、この GSS に依拠した形式で社会関係の
実態や時系列的な変化が確認されている。日本におけるデータセットの不足は、研究の「１人負け」
状態を引き起こしている。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究の最大の目的は、社会関係について時系列的な比較が可能なデータセットを整備し、日本
においても欧米と同様に実証的なデータを用いて社会関係の変化について論じることを可能とする
基盤を整備することであった。単に個人として研究代表者と分担者が自らの課題を追うだけでなく、
取得したデータを学術データ・アーカイブで公開することで、多くの研究者が日本人の社会関係の
現状を把握し、過去と比較することを可能とすることを目的とした。 
 
 
３．研究の方法 
 2005 年に実施された全国パーソナル・ネットワーク調査は、離島を除く日本全国の 15～74 歳の
居住者を対象とし、代表性の高いサンプルを抽出して行われた質問紙調査であり、GSS に近いネー
ム・ジェネレータ／ネーム・インタプリタに加えて、ポジション・ジェネレータ(Lin, 2001)、電話
帳に基づく知人全体の数の測定項目(辻, 2006)、ソーシャル・サポートの指標など、社会関係を多
角的に測定するための項目が多数含まれていた。また、一般的信頼など、社会関係に対する態度も
測定対象となっていた。 
 この研究課題では、2005年版の全国パーソナル・ネットワーク調査を可能なかぎり忠実に再現し
た方法論で調査を行い、時系列的横断データを収集することを目指した。方法論に違いがあると、
２つの調査で確認された差異が、時系列的な変化であるのか、方法論によって生じた人工的な変化
なのかが区別できないからである。そこで対象とする地点、サンプリング方法などを、２つの調査
で統一した。また、質問紙についても、ネーム・ジェネレータの位置（ページ番号。質問紙の１ペ
ージ目から回答していくことで蓄積する疲労が回答に影響するため）を合わせるなど方法論的な統
一性に配慮した。 
 ただし、社会関係の研究にかかわる理論的、方法的、実証的な進展や社会情勢に合わせて質問す
る内容は調整した。たとえば、社会関係の中での ICT 利用について測定項目を追加した。こうした
情報はデータの解釈に重要であるが、2005年にはスマートフォンもSNSも普及しておらず、測定の
対象となっていなかった。ポジション・ジェネレータについても、より改善されたバージョンも、
旧バージョンと併用した。また、社会関係についての現代的な課題として、排外主義的な態度につ



いての測定を行った。 
 社会ネットワーク研究を始めとして複数の研究領域で注目される最小相互作用 minimal social 
interaction についても測定を試みた。最小相互作用とは、店員と交わす挨拶などのコストがゼロ
に近い、資源の移動・交換もほぼ存在しない相互作用である。こうしたコミュニケーション、ある
いはその繰り返しから生じる関係性は、ネットワーク研究の文脈からは完全に抜け落ちていた
(Brashears & Quintane, 2018)が、人々のwell-beingを高める可能性が指摘されており(Sandstrom 
& Dunn, 2014)、近年、研究が盛んになっている。 
 こうした質問項目の追加は、過去の調査との方法論の統一という意味では問題でありうるが、よ
り多角的に社会関係を測定しつつ、最新の研究状況をフォローするために必要だと判断した。 
 調査は２度にわけて行われた。初回の調査は追加される質問項目の信頼性と妥当性を確認するこ
とを目標に、web上で実施した。調査時期は2019年後半で、最終的な回答数3214名だった。２回目
の調査が本調査であり、上に述べたように 2005 年の調査と同様の無作為抽出を行い、2100 名を対
象として留置法で調査を行い、1122名（回収率53.4%）から回答を得た。調査の実施時期は2022年
初頭だった。 
 
 
４．研究成果 
 本調査は2021年初頭（2020年度）に行う予定であったが、新型コロナの感染拡大によって、実施
を2022年初頭（2021年度）に繰り越した。そのため、報告書執筆中の現在は、未だローデータを整
備（コーディング、クリーニング）している段階であり、第２回調査に基づく成果は今後、データ
の整備が終了次第実施していく。ここでは、初回調査から得られた成果について報告する。 
 第一に、最小相互作用を測定する尺度が作成され、その信頼性、妥当性のチェックがなされた。
さらに、この尺度が主観的幸福感および人生満足感と正相関することが確認された。 
 第二に、最小相互作用は他者一般に対する信頼（一般的信頼）との間にも正の相関を持つととも
に、地域住民に対する信頼と一般的信頼との相関を正に干渉することが示された。 
 第三に、地域住民に対する信頼および他の地域住民同士の信頼（併せて地域内信頼）は一般的信
頼と正の相関を持つ一方で、親密な（よく会話ややり取りをする）相手との人間関係的信頼は一般
的信頼とは負の相関を持つことが確認された。 
 第四に、一般的信頼および地域内信頼はネットワークサイズが大きいほど高い一方で、親密な相
手との人間関係的信頼はネットワークサイズが小さいほど高いことが示された。 
 その他、今回の調査で追加する質問項目がテストされ、その妥当性が検討された。項目の中には、
使用に耐えないと判断され、2022年度の本調査からは除外されたものもある。たとえば、自身が最
小相互作用に関与することに対する好悪や、最小相互作用についての価値観に関する社会的合意性
の推測（最小相互作用は好む人は社会にどれだけいるか、好悪に多様性がどれだけあるか等につい
ての信念）については、一次元を想定して尺度を作成したが二次元の結果が得られ、しかもその内
容の解釈が困難であったため、本調査からは除外している。 
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